平成２６年（行ウ）第３号　決定処分取消請求事件

平成２６年９月１６日判決言渡し　同日原本交付　裁判所書記官

平成２６年（行ウ）第３号決定処分取消請求事件
口頭弁論終結日　平成２６年６月１７日

判　　　　　　　決
　　　奈良市

　　　　　原　　　　　　　　告　　　　○　　○　　○　　○
　　　奈良市二条大路南一丁目１番１号

　　　　　被　　　　　　　　告　　　　奈良市
　　　　　同代表者兼処分行政庁　　　　奈良市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仲川元庸
　　　　　同訴訟代理人弁護士　　　　辻中栄世
　　　　　同訴訟復代理人弁護士　　　　野末勝宏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　辻中佳奈子
主　　　　　　文

　１　原告の請求をいずれも棄却する。

　２　訴訟費用は原告の負担とする。

事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
　１　請求の趣旨

　（１）奈良市長の行った原告に対する平成２５年９月１３日付け国民健康保険料決定処分を取り消す。

　（２）前記（１）の処分により徴収した国民健康保険料１２万８９００円を返還する。

　（３）訴訟費用は被告の負担とする。

　２　請求の趣旨に対する答弁

　　　主文同旨

第２　事案の概要等

　　　本件は、処分行政庁（奈良市長）が、奈良市内に居住する原告の妻を被保険者とする国民健康保険に対し、原告の妻の属する世帯の世帯主である原告に対し、その国民健康保険料の賦課決定処分をしたが、これに対し、原告が、世帯主からその世帯員の国民健康保険料を徴収する旨定めた国民健康保険法（以下「法」という。）７６条及び奈良市国民健康保険条例（昭和３４年３月３０日条例第１３号。以下「本件条例」という。）８条がいずれも憲法２９条及び１３条に反して違憲であり、これらに基づいて処分行政庁が原告に対してした上記国民健康保険料賦課処分も同各条に違反するなどと主張して、被告に対し、上記処分の取消しを求め、併せて、原状回復として、上記処分に基づいて処分行政庁が原告から徴収した金員の返還を求めた事案である。
　１　法令の定め等

（１）法は、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする（１条）ものであり、市町村等（以下、単に「市町村」という。）を保険者とし（３条１項）、市町村の区域内に住所を有する者を被保険者として当該市町村が行う国民健康保険に強制的に加入させた上（５条）、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行い（２条）、世帯主が納付する保険料又は国民健康保険税（７６条１項）等をその費用に充てるものとしている。保険者である市町村は、国民健康保険事業に要する費用に充てるために、世帯主から保険料を徴収するか（７６条１項本文）、目的税である国民健康保険税を課することになる（７６条１項ただし書、地方税法７０３条の４第１項）。被告は、世帯主から保険料を徴収する方式を採用している。
（２）法８１条は、法第５章に規定するもののほか、賦課額、料率、納期、減額賦課その他保険料の賦課及び徴収等に関する事項は、市町村においては政令で定める基準に従って条例で定める旨を規定しており、これを受けて、被告は、国民健康保険法施行令（以下「施行令」という。）で定める基準に従って本件条例を制定している。

（３）市町村の保険料の徴収に関し、法７６条１項本文は、世帯主から徴収しなければならないと定め、本件条例８条は、被保険者の属する世帯の世帯主から徴収すると定めている。そして、保険料の賦課額に関し、施行令２９条第１項及び本件条例８条の２は、被保険者である世帯主及びその世帯に属する被保険者につき算定する旨を定めている。

（４）本件条例８条の２は、保険料の賦課額は、被保険者である世帯主及びその世帯に属する被保険者につき算定した基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額並びに介護納付金賦課被保険者（介護保険法９条２号に規定する被保険者であり、市町村の区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者をいう。施行令２９条の７第１項。）につき算定した介護納付金賦課額の合算額とすると定めている。

（５）基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額の算定（いずれも一般被保険者に関するもの）について、本件に関連する本件条例の定めは次のとおりである。

　　ア　本件条例９条及び１２条の６の３

　　　基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額とする。

　　イ　本件条例１０条１項及び１２条の６の４

　　　前記アの所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法３１４条の２第１項に規定する総所得金額等の合計額から同条２項の規定による控除をした後の総所得金額等に本件条例１２条又は１２条の６の５の所得割の保険料率を乗じて算定する。

（６）本件条例１２条３項及び１２条の６の５第３項は、奈良市長が、基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額の所得割、被保険者均等割及び世帯別平等割の各保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない旨をそれぞれ定めている。これを受けて、奈良市長は、平成２５年５月３０日、平成２５年度国民健康保険料の保険料率について、次のとおり告示した（同年奈良市告示第３６７号）。

　　ア　基礎賦課額の保険料率

　　（ア）所得割　基礎控除後の総所得金額等の１００分の８．２

　　（イ）被保険者均等割　被保険者１人につき２万６４００円

　　（ウ）世帯別平等割　１世帯につき２万４６００円

　　イ　後期高齢者支援金等賦課額の保険料率
　　（ア）所得割　基礎控除後の総所得金額等の１００分の２

　　（イ）被保険者均等割　被保険者１人につき７２００円

　　（ウ）世帯別平等割　１世帯につき６０００円

（７）本件条例１５条１項は、保険料の賦課期日（当該年度の初日。法７６条の２。）後に納付義務が発生した場合における本件条例９条又は１２条の６の３の額（前記（５）ア）の算定は、納付義務が発生した日の属する月から、月割をもって行う旨を定めている。

２　争いのない事実等

　　以下の事実は、当事者間に争いのない事実又は証拠若しくは弁論の全趣旨によって認めることができる事実である。

（１）原告は、肩書住居地に居住する奈良市の住民である。

　　　原告の属する世帯の構成員は、原告及びその妻○○（以下「○○」という。）の２名であり、その世帯主は原告である。

　　　原告は、被告が運営する国民健康保険事業の被保険者ではない。他方、○○は、平成２５年７月３０日、被告が運営する国民健康保険の被保険者の資格を取得した。

　　（争いのない事実、甲１、弁論の全趣旨）

（２）処分行政庁は、原告に対し、平成２５年９月１３日、被告が運営する国民健康保険事業の被保険者である○○につき算定した平成２５年度国民健康保険料１２万８９００円を原告が被告に納付すべき旨の平成２５年度国民健康保険料賦課処分をした（以下「本件処分」という。）。上記金額は、基礎賦課額１０万３２００円と、後期高齢者支援金等賦課額２万５７００円とを合算したものである。○○は、平成２５年度当時６５歳以上であり、国民健康保険料の算定に当たり、介護納付金賦課額（前記１（４））は合算されない。

　　（争いのない事実、甲１、弁論の全趣旨）

３　争点

（１）法７６条及び本件条例８条の憲法２９条又は１３条違反の有無

　　（原告）
　　ア　法７６条及び本件条例８条は、市町村が運営する国民健康保険事業の被保険者でない世帯主からも、保険料を徴収する旨を定めているが、世帯主の範囲及び資格に関する規定はない。住民基本台帳法１条及び７条４号の規定に照らせば、世帯主とは、当該世帯から世帯主として届出があった者に過ぎない。世帯主であることが、当該世帯の生計を維持している者であることなどを示すものではないのである。このように、法７６条及び本件条例８条は、実質的要件を定めることなく、単に世帯主であることのみを理由に世帯主を保険料の納付義務者とした杜撰な規定であって、合理的根拠を欠く。

　　イ　原告と○○は、給与所得で生活していた従前のときも、また、公的年金収入で生活するようになった現在も、収入及び支出は各自が管理している。原告は、従前も現在も、所得税等につき配偶者控除の適用を受けたことはなく、従前、給与所得で生活していたときに、配偶者手当（扶養手当相当）を支給されたこともない。このように、原告と○○は、従前も現在も、それぞれ独立した経済主体として生計を維持している。また、原告は、原告とは独立した経済主体である○○の所得その他の保険料算定の基礎となる事情を把握する立場にない。原告は、保険料算定の妥当性及び正確性を確認できる立場になく、国民健康保険料賦課処分に対して、具体的に反論することもできない。

　　ウ　以上のように、法７６条及び本件条例８条は、市町村が運営する国民健康保険事業の被保険者でない世帯主をも、実質的要件を定めることなく、単に世帯主であることのみを理由に、また、当該世帯に属する被保険者が世帯主とは独立した経済主体であっても、その所得等を基礎として算定した国民健康保険料の納付義務者とした規定であり、正義に反するのみならず、何らの合理性もない。法７６条及び本件条例８条は、世帯主の財産権並びに世帯主及び当該世帯に属する被保険者の個人の尊厳を侵害するものであるから、憲法２９条及び１３条に反して違憲である。

　　（被告）

　　　法７６条及び本件条例８条は、世帯主と当該世帯のその他の構成員とは生計を一にしており、また、国民健康保険の受益の内容が、世帯に老齢者や幼児等所得のない者がいる場合でも、国民健康保険の被保険者であれば、当然に保険給付を受けられるというものであり、国民健康保険の経済効果は、結局は世帯に属する者全員に現れることからすると、通常の場合、重要な所得の帰属者である世帯主を納付義務者とすることには合理性があると考えられることに基づくものであるから、憲法２９条及び１３条に反するものではない。

（２）本件処分の法及び本件条例等の適合性

　　（被告）

　　　本件処分の保険料額は、次のとおり、法及び本件条例等の定めに従い適法に算定された。

　　ア　基礎賦課額（１０万３２００円）

　　（ア）所得割額（６万４９５８円）
　　　　ａ　○○の年金収入　２３４万８３２０円

　　　　ｂ　公的年金等控除額　９６万２０８０円

　　　　ｃ　年金取得額（ａ－ｂ）　１３８万６２４０円

　　　　ｄ　基礎控除額　３３万円

　　　　ｅ　所得割賦課標準額（ｃ－ｄ）　１０５万６２４０円

　　　　ｆ　月割賦課額（ｅ×９／１２）　７９万２１８０円

　　　　　　○○は、平成２５年７月３０日、被告が運営する国民健康保険事業の被保険者の資格を取得したので、保険料額は９か月分となる。

　　　　ｇ　所得割額（ｆ×８．２／１００）　６万４９５８円

　　（イ）　被保険者均等割額（１万９８００円）

　　　　　　２万６４００円×１人×９／１２

　　（ウ）　世帯別平等割額（１万８４５０円）

　　　　　　２万４６００円×１世帯×９／１２

　　（エ）　小活

　　　　　　前記（ア）ないし（ウ）の合計は１０万３２０８円となるが、１００円未満を切り捨てた１０万３２００円が基礎賦課額となる。

　　イ　後期高齢者支援金等賦課額（２万５７００円）

　　（ア）　所得割額（１万５８４３円）

　　　　　　７９万２１８０円（前記ア（ア）ｆ）×２／１００

　　（イ）　被保険者均等割額（５４００円）

　　　　　　７２００円×１人×９／１２
　　（ウ）　世帯別平等割額（４５００円）

　　　　　　６０００円×１世帯×９／１２

　　（エ）　小活
　　　　　　前記（ア）ないし（ウ）の合計は２万５７４３円となるが、１００円未満を切り捨てた２万５７００円が後期高齢者支援金等賦課額となる。
　　　（原告）

　　　　所得割額は、地方税法３１４条の２第１項に規定する総所得金額等により算定されるところ（本件条例１０条１項）、地方税法３１４条の２第１項では、同項各号に定める医療費、社会保険料及び生命保険料等の控除が規定されており、これらについては通常支払うものと思われるが、本件処分に当たり、これらの控除がなされた形跡がなく、保険料が過大に算定されていると思われる。
第３　当裁判所の判断

　１　法７６条及び本件条例８条の憲法２９条又は１３条違反の有無（争点（１））について

　（１）法７６条及び本件条例８条は、世帯主から国民健康保険料を徴収する旨を定めているから、世帯主が、市町村が運営する国民健康保険事業の被保険者である場合はもちろん、その被保険者でない場合であっても、当該世帯に属する被保険者につき算定した保険料を徴収されることとなる。かかる規定は、世帯主が主として世帯の生計を維持し、その他の当該世帯の構成員は世帯主と生計を同一にし、世帯主の所得に依存して生活していることが多いとの社会の実情に鑑み、世帯主に保険料の納付義務を課すことにより、保険料の徴収を実行あらしめることを目的とするものと解され、このような目的は正当である。
（２）そして、上記のように世帯主が主として世帯の生計を維持している場合を想定する限りにおいては、世帯主から保険料を徴収する旨を定めた法７６条及び本件条例８条が、合理性を欠くものとはいえないから、憲法２９条に違反するとはいえないと解される。

　（３）また、法９条１４項等からすれば、法７６条所定の世帯主の意義は、原則として、住民基本台帳法の世帯主と同一であると解される。そして、住民基本台帳法１条、６条１項、７条等からすれば、世帯主を含む世帯の構成員は、少なくとも居住関係を基礎として結び付いているおり、生計を同一にするものといえる。そうすると、世帯のあり方には、世帯主とその他の当該世帯の構成員とが、それぞれ独立した経済主体として生計を立てているなど多様なものが存在していることを考慮しても、多くの世帯主が同一世帯の中で担っている上記機能に着目して、世帯主から保険料を徴収すると定めることは、前記（１）で認定した目的との関係で合理性を欠いて不当であるとまではいえない。

　　　　なお、甲第１号証によれば、被告において、所定の手続きを経れば国民健康保険法上の世帯主の変更を認めるとの取扱いをしていることが認められる。かかる取扱いは、保険料の納付義務者を住民基本台帳法所定の世帯主に限定せずに、多様な世帯のあり方に応じて、その世帯の納付義務者に適すると当該世帯の者が考える者から保険料の徴収等をしようとするものであって、法７６条及び本件条例８条の合理性を補うものである。

　（４）以上によれば、法７６条及び本件条例８条は憲法２９条に反しない。また、法７６条及び本件条例８条が、憲法２９条とは別に、憲法１３条に違反することはないというべきである。
　２　本件処分の法及び本件条例の適合性（争点（２））について

　（１）基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額の各所得割額

　　　ア　弁論の全趣旨によれば、○○に係る、平成２４年（本件処分の賦課期日（平成２５年４月１日）の属する年の前年）の公的年金収入が２３４万８３２０円であることが認められる。

　　　イ　前記アのとおり、○○に係る、平成２４年の収入が公的年金収入であることから、本件条例１０条１項及び１２条の６の４による地方税法３１４条の２第１項の総所得金額等の合計額は、前記アの２３４万８３２０円から、地方税法３１４条の２第１項、３１３条２項、所得税法２２条２項、３５条２項１号により、公的年金等控除額として同条４項に基づき算定した９６万２０８０円を控除した残額である１３８万６２４０円となる。そして、上記金額から、本件条例１０条１項及び１２条の６の４による地方税法３１４条の２第２項に基づき基礎控除額３３万円を控除した残額は、１０５万６２４０円となる。これに、○○が平成２５年７月３０日に被告が運営する国民健康保険の被保険者資格を取得したことにより、○○の平成２５年度の保険料額が９か月分となることから、月割をするために９／１２を乗じ（前記第２の１（７））、さらに、基礎賦課額と後期高齢者支援金等賦課額の各所得割の保険料率として、それぞれ８．２／１００と２／１００を乗じる（前記第２の１（６））と、基礎賦課額のうち所得割額は６万４９５８円、後期高齢者支援金等賦課額のうち所得割額は１万５８４３円となる。

　　　ウ　原告は、本件処分に当たり、本件条例１０条１項及び１２条の６の４による地方税法３１４条の２第１項の総所得金額等の合計額の算定に関し、通常は支払っていると思われる同項各号の控除がなされた形跡がなく、基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額の各所得金額が過大に算定されている旨主張する。しなしながら、本件において、同項各号の控除がなされるべきことを認めるに足りる証拠はない。
　（２）基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額の各被保険者均等割額及び世帯別平等割額

　　　　前記第２の２によれば、本件処分は、原告及び○○が属する１世帯のうちの被保険者である○○１人についての国民健康保険料賦課処分であるから、基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦課額の各被保険者均等割額及び世帯別平等割額は、それぞれ次のとおりとなることが認められる。

　　　ア　基礎賦課額

　　　（ア）被保険者均等割額（１万９８００円）

　　　　　　２万６４００円（保険料率（前記第２の１（６）ア（イ））×１人×９／１２（月割（前記（１）イ参照））

　　　（イ）平等割額（１万８４５０円）

　　２万４６００円（保険料率（前記第２の１（６）ア（ウ））×１世帯×９／１２（月割（前記（１）イ参照））

　　　イ　後期高齢者支援金等賦課額

　　　（ア）被保険者均等割額（５４００円）
　　７２００円（保険料率（前記第２の１（６）イ（イ））×１人×９／１２（月割（前記（１）イ参照））

　　　（イ）平等割額（４５００円）

　　　６０００円（保険料率（前記第２の１（６）イ（ウ））×１世帯×９／１２（月割（前記（１）イ参照））

　（３）小活

　　　　前記（１）及び（２）によれば、基礎賦課額は、所得割額６万４９５８円、被保険者均等割額１万９８００円及び世帯別平等割額１万８４５０円を合算した１０万３２００円（１００円未満切捨て）となり、後期高齢者支援金等賦課額は、所得割額１万５８４３円、被保険者均等割額５４００円及び世帯別平等割額４５００円を合算した２万５７００円（１００円未満切捨て）となるから、本件処分は、法及び本件条例等の定めに従い適法になされたものと認められる。

第４　結論

　　　以上によれば、原告が被告に対し、本件処分の取消し及び原状回復として本件処分に基づいて被告が原告から徴収した１２万８９００円の返還を求める本件請求は理由がないから、これらをいずれも棄却することとし、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。

　　　奈良地方裁判所民事部

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　牧　　　　　賢　　　二

　　　　　　　　　　　　裁判官　　新　　　阜　　　真　由　美

　　　　　　　　　　　　裁判官　　久　　　野　　　雄　　　平


